

昭和60年版 大阪経済白書 の概要

─国際化の進展への新適応─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は昭和60年版の概要です。



【要約】 

第１部　昭和59年の大阪経済

◆大阪経済は回復から拡大へ
・　大阪府下の景気は昭和58年４～６月期から回復へ向かったが､これは在庫調整の進展に加えて、需要面でも､輸出が７～９月期に前年同期の水準を上回り､設備投資でも10～12月期以降立ち直りの兆しが現れたことによるものである。しかし、58年中の景気回復のテンポは緩やかなものであった。
　59年に入って、輸出と設備投資はともに大幅な増加を続けたことから、59年の大阪経済は回復から拡大へ進んだものと見られる。しかし、下半期にはドル・ベースの輸出額に伸び率の鈍化傾向も現れている。
　そのほかの需要項目について､個人消費では、勤労者収入が名目では伸び率を拡大しているものの、実質では伸び悩み感が残ったが、家計の消費支出は底固さを増している。また、住宅建設の動きも底固いが､公共投資は引き続き低調である。
　59年の大阪経済が拡大段階に進んだことは、生産活動の動きにも現れている。工業生産は58年４～６月期以降増加基調を保っているが、59年に入って機械工業を中心に増勢に拍車がかかった。そのなかで製品在庫は積増しの方向に転じていることから、生産活動は拡大パターンに移行したと言える。
　雇用も､58年後半から回復へ進み、59年も引き続き改善傾向を示した。しかし、１～３月期に比べると､４～６月期以降は、求人増加の落ち着きとパートタイムを中心とする求職者の増加幅拡大が重なって、全体としての回復テンポは鈍化することになった。
　また、金融面では、預貯金が伸び悩み､貸出金もなお盛り上りを欠いた。これは、企業や個人の資金運用方法と調達方法の多様化が進んだためであり、金融機関の間でも格差が生じつつある。企業倒産も、業種間格差や企業間格差が強まるなかで、高水準の発生が続いた。
　このように、59年の大阪経済は景気回復から拡大へとほぼ順調に移行したが、これを全国と比較すれば､動きはやや鈍いものに止まっている。
・　中小企業の景況は、58年１～３月を底として緩やかに回復基調を示したあと、59年は期によって増勢テンポに緩急の差がみられたものの、総じて拡大基調をたどった。しかし、大企業に比べると、拡大テンポは鈍く、業種別でも跛行性がみられた。すなわち、業種別の動きでは、輸出関連業種と設備投資関連業種は堅調を持続したものの、消費財関連業種は底固さを増すなかで､業種間･品種間において跛行性は拡大し、また、建設関連業種でも年後半にはやや持ち直したものの、引き続き水面下で推移した。
　さらに、企業収益は売上高に比べると改善が鈍く、企業間格差も拡大している。

第２部　国際化の進展と大阪経済の新適応

◆新たな国際化が進む大阪経済
・　大阪経済の諸分野における国際化の動きを統計資料でみると､どの分野においても拡大の方向にある。とくに輸出入の伸びよりも、対外直接投資や技術援助、外貨預金、国際会議開催件数、外国人来訪者など、モノ以外の面での増加率が高くなっている。
　こうした多面的な国際化は、大阪に所在する企業へのアンケート調査結果にも現れている。輸出や輸入だけでなく､海外での資金の運用や社債発行による資金調達、海外への企業進出、外国人研修生の受け入れや外国人の雇用､技術の輸出入などが大企業を中心に展開されている。
・　このように近年大阪経済や大阪系企業において､多面的な国際化が進みつつあるが､モノに比べるとヒトや金融、情報などでの国際化において､大阪の全国シェアはなお低いものもあり､今後この面での国際化をより一層強化してゆくことが重要であろう。
◆先進国型地場産業への移行
・　石油危機の発生や中進工業国､発展途上国の追い上げといった近年における国際経済の変化は、大阪の工業、とくに地場産業に大きな影響を与えた。こうした追い上げにともなう内外市場での競合や、国内市場での需要の成熟化、最近の個人消費の伸びの鈍化などのため、全国や大阪の地場産業の出荷額の伸びは､工業全体よりも低くなっている。
・　こうしたなかでの府下地場産業は、製品の高度化や新鋭機器の導入、海外マーケティングの強化などをはかり、対応をすすめつつある。また国内需要の成熟化に対応して､他の産業分野への進出の動きもみられる。
・　以上のような対応の結果、府下地場産業は、技術や情報等を経営の基軸とする先進国型地場産業へと移行しつつある。
　今後こうした方向を強めてゆくことが大切だが､そのためには地場産業の技術や経営ノウハウの向上、情報力の強化､人材の育成などが重要な課題となってきている。
◆国際化の進展と卸・小売業の機能変化
・　大阪における貿易企業数は近年増加傾向をたどっており、貿易額も着実に伸びている。これは商社の増加に加えて製造業､小売業などでも貿易に携わるところがでてきたためである。
・　このうち小売業は、衣服､家具などの生活関連用品を中心に､直接買付が主体となっている。これは消費者ニーズの個性化､多様化により､商社や卸問屋からの仕入では満足がいかなくなったことや、仕入コスト低減の必要性によるものである。
　したがって、こうした小売業による直接貿易は質的志向が強く、今まで商社では取り扱わなかった多品種少量品を手がけたり、新しいメーカーや製品を発掘するなど、商品機能を補完するとともに、製品輸入の増大に寄与している。
・　一方中小商社は、機動性を生かしながら、取扱商品の多様化や、取引先地域での多角化を通じて売上げを伸ばすなど、国際化に大きな役割を果たしてきた。この背景として、貿易環境などの外的要因が良好であったことと､自らも取引機能、情報機能、新規市場開拓機能、新商品企画･開発機能などの内的機能の充実､高度化に努めてきたことがあげられる。
　今後はこれら機能の一層の充実、高度化を通じて、オルガナイザー機能の強化や三国間貿易への取組み、さらには海外経済協力の推進などを図るとともに、人材の育成に努めることも必要である。
◆変貌する直接投資交流
　―海外直接投資の新動向―
・　大阪地域での近年の海外直接投資は、毎年新規に４百～５百件程度おこなわれており、着実にふえつつある。
　投資先地域は、かつてはアジア向けが多かったが、近年ではアメリカを中心とする北米向けがふえ、最近では中国向け投資への関心が高まってきている。また投資先業種では、製造業の販売会社や小売業など商業形態のものがふえつつあり､工場進出の場合では繊維の比重が低下、電機や機械がふえている。
　こうしたなかで資本移譲・撤退の動きもみられ、大阪系企業で海外に工場進出している（したことのある）企業のうち、工場閉鎖､資本撤退の経験をもつ企業の割合をアンケート調査でみると、26.7％にのぼっている。
・　一方､大阪系企業に対する海外諸国からの企業進出要請は近年強まりつつある。今後企業成長をはかるためや貿易摩擦への対応策として、あるいは上記のような進出要請に応えるために、海外への企業進出は増加するとみられるが、そのためには海外企業経営ノウハウの蓄積や海外派遣要員の育成、情報収集力の強化等が重要であろう。
　―活動を広げる外資系企業―
・　大阪に本社を置く外資系企業は､58年現在214社あり、全国の9.7％を占めている。この外資系企業の外国側出資会社の設立目的は、巨大で成長性のある日本市場の確保や、アジア市場での活動の本拠とするのが最も多く、また大阪で立地した理由としては、パートナーや取引先が所在していることを挙げるものが最も多い。
　この活動状況をみると、売上げを伸ばすとともに仕入､販売地域も広げるなど､順調に推移している。また外資系企業は､日本人の雇用や工場、研究所の立地､地元金融業界からの資金調達など、地域経済と深い関わりを持っているほか､外国側出資会社との相互交流を進めるなど、国際化にも寄与している。
・　しかし一方では、情報の入手難、人材の確保難、競争の激化などのほか､外国人にとっての住みにくさなどを問題として抱えている。
　したがって今後は、外資系企業自らが研究開発や､地道な販売努力を重ねることがもちろん必要であるが､加えて､大阪の持つ情報機能を高めることや､関係機関による外資系企業についての啓蒙活動の充実強化、また外国人が住みよい環境作りなどを通じて､外資系企業の設立や､活動がしやすい基盤を作ることが重要となっている。


むすび

◆景気の現状と課題
・　昭和59年の大阪経済は、輸出の好調に民間設備投資の上昇が加わって､景気拡大の年となった。ただ景気拡大といっても需要項目間でバラツキがあり、このことは業種間の跛行性として現れた。また近年の産業構造変化への対応能力の差異などにより、企業間格差もひろがる傾向にあった｡
・　今後景気拡大を着実に持続するとともに、業種間･企業間の格差を小さくしてゆくことが望まれる｡そのためには内需の増大を図ることと並び、個々の企業での技術革新や国際化等への対応能力の向上が重要となっている。
◆国際化の進展と今後の課題
・　近年大阪経済において､輸出や輸入の増大だけでなく､海外への企業進出や外国会社の増加といった直接投資交流の拡大､金融や情報､ヒトの面での国際交流の深まりなど､新たな国際化が進みつつある。大阪の産業や企業は､こうした多面的で､相互的な国際化の進展のもとで､機能高度化等をおこない、適応をはかってきた。
・　今後国際化はますます大きな流れになるだろうが､大阪経済においては、世界経済の相互依存関係の深まるもとで､産業構造の高度化を進めてゆくことや、技術や情報、経営ノウハウ、人材の育成強化による企業レベルでの国際化対応能力の向上をはかってゆくことが大切である。
　また国際金融や国際観光など新しい機能の強化、世界各国の経済発展への協力、国際交流促進のための基盤整備、府民の国際化意識の醸成などの諸課題の達成に向けて努力してゆくことが重要である。いま国際経済都市大阪の実現を図り、大阪経済の活性化と世界経済への貢献が求められているのである。

